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 は  し  が  き

本書は，2006年に有斐閣より刊行された『実践・変化する雇用社会と法』
の成果を受け，その後の雇用社会の変貌に対応し，同書の内容を全面的にリニ
ューアルして世に問うものである。
平成時代の半ばに刊行された同書の背景には，雇用関係の個別化や経済のグ

ローバル化がいっそう進行し，新たな雇用社会の到来が予感される社会の実情
があり，変化の時代を踏まえた労働法上の具体的な課題を検討する必要が痛感
されていた。その後 13年，令和の時代を迎えた現在，日本経済は必ずしも好
転することなく，グローバル化，IT革命の波にさらされ続けているほか，国
内的には極端なほどの少子高齢社会を迎え，労働力人口の著しい不足と高齢化
にさいなまれている。また労働法制や雇用社会の実態の推移を鳥瞰すれば，一
方では次々と法制度の改正が実現し，いわゆる間接差別禁止の導入や性別にか
かわらない差別を禁止した雇用機会均等法の改正（2006年），労働契約法の制
定（2007年）などをはじめ，求職者支援法や女性活躍推進法，障害者差別禁止
法など新しい法令の誕生のみならず，労働基準法，育児介護休業法，雇用保険
法など基本的な法令の改正も次々となされていった。この期間，政府はかなり
精力的に雇用・労働分野への政策対応を進めていたことは間違いない。
しかし他方では，雇用社会の状況は 13年前に比べて好転しているとは言い

がたい。失業率は劇的に低下して，ほぼ史上空前と言えるほどであるほか，企
業利益は高水準を維持しているが，労働組合組織率は 20%を切ってからもほ
ぼ一貫して低下し続け，17%からやがて 15%に向かうのではないかとの懸念
も生じている。また，労働者の平均収入も低下を続け，年収 200万円を下回
る層が約 18%に至り，平均年収の半分以下を基準とする「相対的貧困率」も
15%を超えている（いずれも 2016年，国民生活基礎調査）という深刻な事態も
続いている。高額の収入を享受する一部の層と，貧困の評価に甘んじる相当数
の低賃金層という，社会の分断と市民間の格差があらわになったのもこの間の
特徴である。これらの事態をもたらした要因であるグローバル化，極端な少子
高齢社会の到来，IT化への対応の遅れといった課題はなお克服の道筋が見え
ていない。
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こうした時代背景を踏まえ，本書では，危機と変動の時代にある現代の雇用
社会における法的課題を正面から見据え，現場で生じている具体的ケースを念
頭に，前書と同様，設例とその解説という方式をとった。問題点を抽出し，ま
たこれらに対する現在の法制度や判例の動向を把握して，実践的な理解の深化
を促すことが主たる目的であり，そのためにできるだけ平易な解説を心がけた。
本書の内容は，その土台に菅野和夫東京大学名誉教授が主催する労働契約研

究会での議論があることについては前書と同様であるが，執筆にあたっては，
約４年をかけて執筆者が研究会で逐次報告し，企業や労組の実務に携わる会員
からの豊富な意見や問題提起を受けたうえで，それを執筆者の責任において整
理し，できるだけわかりやすく，また整合的に叙述した。これにより，本書は，
実践的な意義をさらに充実させる内容になったものと自負している。
また，本書の特徴のひとつは，労働法の土台にある諸課題を漏れなく扱いつ

つ，特に現代に固有のさまざまな問題をも幅広く拾い上げていることである。
たとえば，人事制度については賃金の不利益変更という普遍的なテーマに対し
て周到な検討を加えつつ，グローバル人事や企業買収（M&A）のような最先端
のイシューにも十分なページを割いているし，整理解雇のような時代を超えて
取り組まれるべき課題を正面から検討しつつ，私傷病休職者の休職期間満了に
よる解雇・退職のような喫緊のテーマについても十全の目配りを失っていない。
本書が雇用社会の現場において合理的で適切な問題解決のよりどころとなるこ
とを期待したい。
　本書の完成にあたっては，研究会の発足以来一貫して指導的立場にあられる
菅野和夫先生，研究会の幹事を発足以来勤めてくださっている元総合労働研究
所の荒川竹男氏，本書の企画・編集作業をリードしてくださった元有斐閣取締
役で研究者に転身された大橋將氏，また困難な編集作業に携わってくださった
有斐閣編集部の井植孝之氏に多大なご貢献を賜った。ここに心からの感謝を表
したい。
　2019年 6月

 編者を代表して　野川　忍
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196　　第 7章　労働時間

設例
当社では， 研究開発業務に専門業務型裁量労働制を適用してきたが，2019
年 4月 1日より高度プロフェッショナル制度も適用できることとなり，今

後，どちらの制度を研究開発業務従事者に適用していくのか，併用も含めて労使で
協議を進めている。両制度の特徴と異同を知りたい。

解　　説

Ⅰ　 高度プロフェッショナル制度

　2019年 4月施行の改正労基法により新設された特定高度専門業務・成果型
労働制（高度プロフェッショナル制度）とは，高度の専門的知識等を必要とし，
その性質上従事した時間と従事して得た成果との関連性が通常高くないと認め
られる業務に従事する労働者を労働時間の規制の対象から外す新たな仕組みと
して設けられた。専門性が高く，賃金も高額で，勤務時間についても労働者の
自由度が高い実態がありつつも労働時間規制の対象となる場合の割増賃金の請
求が争われたモルガン・スタンレー・ジャパン事件（東京地判平 17・10・19労

判 905号 5頁）等もあり，高度プロフェッショナル業務に従事する労働者に適
した労働時間制度の必要性がかねてより認識されていたところである。
　高度プロフェッショナル制度の対象業務は労基則で定められ，①金融工学の
知識を用いて行う金融商品の開発業務，②金融商品のディーリング業務（資産
運用会社等におけるファンドマネージャー，トレーダーの業務，証券会社等におけ

るディーラーの業務），③アナリストの業務（企業・市場等の高度な分析業務），④
コンサルタントの業務（顧客の事業の運営に関する重要な事項についての調査また
は分析およびこれに基づく当該事項に関する考案または助言の業務），⑤研究開発
業務（新たな技術，商品または役務の研究開発に係る業務）である（労基則 34条の

2第 3項）。
　さらに，使用者との合意に基づき職務が明確に定められる必要がある。すな
わち①業務の内容，②責任の程度（職位等），③求められる水準（成果）につい
て書面を作成し，労働者が同意をした上で署名することが必要である（職務明

高度プロフェッショナル制度と
専門業務型裁量労働制との選択7-4
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確性。1号～3号）。さらに，制度が適用される旨，支払われる賃金の額（使用
者から確実に支払われると見込まれる年収額が 1075万円以上でなければならない），
同意の対象となる期間について労働者の同意を書面で得なければならない（同
条 2項）。

Ⅱ　専門業務型裁量労働制のみなし労働時間制

　設例で既に実施されている 専門業務型の裁量労働制はみなし労働時間制の 1

つであり，対象業務は労基則と厚生労働大臣告示（平 9・2・14労告 7号，平

15・10・22厚労告 354号）によって限定列挙された 19の業務である。設例にあ
る研究開発業務（新商品もしくは新技術の研究開発または人文科学もしくは自然科
学に関する研究の業務）も含まれる。このほか，専門業務型裁量労働制と高度
プロフェッショナル制度の適用の重複がみられる業務としては，証券アナリス
ト，金融工学等を用いて行う金融商品開発がある。
　専門業務型裁量労働制の適用に当たっては，高度プロフェッショナル制度と
は異なり，本人の同意は不要とされており，年収要件もない。また，高度プロ
フェッショナル制度では，休日労働や深夜労働の割増賃金は発生しないが，専
門業務型裁量労働制の場合には，法定休日に労働させた場合，午後 10時から
午前 5時までの深夜の時間帯に労働させた場合には，割増賃金が発生する。

Ⅲ　どちらの制度を選択するか

⑴　専門業務型裁量労働制を適用する場合
　設例の場合，適用にあたり本人同意が不要で，年収要件がない専門業務型裁
量労働制を引き続き適用することも考えられる。
なお，研究開発業務に従事する労働者には，これまでも時間外労働の限度基

準の規制は及ばないとされ，これは 2019年 4月 1日以降も同様である。研究
開発業務は，成果を出すためにある期間に集中的に作業を行う必要性があるた
め，上限規制の適用対象外とされているからである。
研究開発業務に従事する労働者については，1週間当たり 40時間を超える

労働（休日労働を含む）が 1か月当たり 100時間を超える場合には，使用者は，
対象労働者からの申出がなくても，医師による面接指導を実施しなければなら
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